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１ 総合的な推進体制の整備 

（１）庁内推進体制の整備 

 あらゆる分野への幅広い男女共同参画の推進に向け、総合的に計画を実施していくために、埼

玉県男女共同参画推進会議、幹事会、また各所属に1名ずつ男女共同参画推進員を設置し、全庁

的に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）埼玉県男女共同参画審議会の意見の反映 

 男女共同参画審議会の意見を、積極的に施策へ反映させていきます。 

 

（３）埼玉県男女共同参画推進センター（With You さいたま）による男女共同参画の推進 

 男女共同参画社会の実現に向けた総合的な拠点施設として、①情報収集・提供、②相談、③講

座・研修、④自主活動・交流支援、⑤女性チャレンジ支援などの各事業を行うことにより、県の

施策を実施し、並びに県民・事業者及び市町村による男女共同参画の取組を支援します。 

 

（４）苦情処理制度の運用 

 苦情を適切かつ迅速に処理するため、より一層、関係機関と有機的な連携を図っていきます。

また、広く県民が利用できるよう制度の周知徹底を図ります。 

連 携 
埼玉県 

県 民 市町村 

埼玉県男女共同参画推進会議 
 
 議 長：知事 

 副議長：副知事 

 委 員：副知事、教育長、 

     警察本部長、部長等 

埼玉県男女共同参画 

推進会議幹事会 
 
 幹 事 長：県民生活部県民共生局長 

 副幹事長：人権・男女共同参画課長 

 幹  事：各主管課長、関係課所長 

男女共同参画推進員 

（各所属に1名（原則副課長級）） 

県民生活部人権・男女共同参画課 

埼玉県男女共同参画推進センター 
With You さいたま 

（条例第11条） 

埼玉県婦人相談センター 

国・県民・事業者・ 

民間団体 

埼玉県男女共同 

参画審議会 

（条例第10条） 

埼玉県男女共同参画  

苦情処理委員 

（条例第13条） 

苦情処理委員 3名 

専門員    3名 

苦情申出 

調査・勧告等 

調査審議 

※条例：埼玉県男女共同参画推進条例 



 

98 

２ 県における審議会等の女性の登用状況（令和５年４月１日現在） 
  

 審 議 会 等 名 称 委員数(人) 女性数(人) 女性比率 

1 埼玉県固定資産評価審議会 10 5 50.0% 

2 埼玉県本人確認情報保護審議会 5 3 60.0% 

3 埼玉県国土利用計画審議会 16 8 50.0% 

4 埼玉県土地利用審査会 7 4 57.1% 

5 埼玉県公務災害補償等審査会 3 1 33.3% 

6 埼玉県公務災害補償等認定委員会 5 2 40.0% 

7 埼玉県職員健康審査会 9 4 44.4% 

8 埼玉県公益法人認定等審議会 5 4 80.0% 

9 埼玉県行政不服審査会 9 2 22.2% 

10 埼玉県私立学校助成審議会 13 4 30.8% 

11 埼玉県私立学校審議会 14 6 42.9% 

12 埼玉県情報公開審査会 9 4 44.4% 

13 埼玉県個人情報保護審査会 6 3 50.0% 

14 埼玉県青少年健全育成審議会 14 6 42.9% 

15 埼玉県スポーツ推進審議会 16 7 43.8% 

16 埼玉県消費生活審議会 14 10 71.4% 

17 埼玉県男女共同参画審議会 17 10 58.8% 

18 埼玉県交通安全対策会議 29 13 44.8% 

19 埼玉県国民保護協議会 42 3 7.1% 

20 埼玉県防災会議 72 23 31.9% 

21 埼玉県環境審議会 20 10 50.0% 

22 埼玉県環境影響評価技術審議会 18 8 44.4% 

23 埼玉県公害審査会 10 4 40.0% 

24 埼玉県自動車排出窒素酸化物及び粒子状物質総量削減計画策定協議会 54 3 5.6% 

25 埼玉県社会福祉審議会 19 7 36.8% 

26 埼玉県介護保険審査会 15 7 46.7% 

27 埼玉県障害者施策推進協議会 20 9 45.0% 

28 埼玉県児童福祉審議会 16 9 56.3% 

29 埼玉県子どもの権利擁護委員会 3 1 33.3% 

30 埼玉県障害児通所給付費等不服審査会 7 4 57.1% 

31 埼玉県障害者介護給付費等不服審査会 7 4 57.1% 

32 埼玉県精神医療審査会 33 9 27.3% 

33 埼玉県公立学校法人埼玉県立大学評価委員会 5 2 40.0% 

34 クリーニング師試験委員 8 4 50.0% 

35 製菓衛生師試験委員 7 3 42.9% 

36 埼玉県後期高齢者医療審査会 9 4 44.4% 

37 埼玉県国民健康保険審査会 9 4 44.4% 

38 埼玉県国民健康保険運営協議会 15 2 13.3% 

39 埼玉県精神保健福祉審議会 16 8 50.0% 

40 埼玉県感染症診査協議会 41 11 26.8% 

41 埼玉県地方薬事審議会 15 9 60.0% 
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 審 議 会 等 名 称 委員数(人) 女性数(人) 女性比率 

42 埼玉県医療審議会 18 5 27.8% 

43 埼玉県救急医療機関審査会 11 5 45.5% 

44 埼玉県小児慢性特定疾病審査会 10 2 20.0% 

45 埼玉県指定難病審査会 7 3 42.9% 

46 埼玉県がん登録審議会 3 1 33.3% 

47 埼玉県地方独立行政法人埼玉県立病院機構評価委員会 5 2 40.0% 

48 埼玉県公衆浴場入浴料金審議会 9 4 44.4% 

49 埼玉県大規模小売店舗立地審議会 8 4 50.0% 

50 埼玉県職業能力開発審議会 10 6 60.0% 

51 埼玉県種苗審議会 9 4 44.4% 

52 埼玉県森林審議会 15 7 46.7% 

53 埼玉県建設工事紛争審査会 15 7 46.7% 

54 埼玉県土地収用事業認定審議会 7 4 57.1% 

55 埼玉県水防協議会 15 7 46.7% 

56 埼玉県都市計画審議会 22 5 22.7% 

57 埼玉県開発審査会 7 3 42.9% 

58 埼玉県景観審議会 12 5 41.7% 

59 埼玉県建築審査会 7 4 57.1% 

60 埼玉県建築士審査会 5 2 40.0% 

61 埼玉県宅地建物取引業審議会 5 2 40.0% 

62 埼玉県教職員健康審査会 12 5 41.7% 

63 埼玉県地方産業教育審議会 8 4 50.0% 

64 埼玉県いじめ問題調査審議会 5 1 20.0% 

65 埼玉県障害児就学支援委員会 20 9 45.0% 

66 埼玉県教科用図書選定審議会 20 12 60.0% 

67 埼玉県社会教育委員 20 12 60.0% 

68 埼玉県生涯学習審議会 20 12 60.0% 

69 埼玉県立図書館協議会 12 6 50.0% 

70 埼玉県文化財保護審議会 18 7 38.9% 

71 埼玉県立歴史と民族の博物館協議会 17 9 52.9% 

72 埼玉県立近代美術館協議会 12 6 50.0% 

73 埼玉県留置施設視察委員会 8 3 37.5% 

74 警察署協議会 431 206 47.8% 

75 埼玉県教育委員会 5 2 40.0% 

76 埼玉県公安委員会 5 1 20.0% 

77 埼玉県選挙管理委員会 4 1 25.0% 

78 埼玉県監査委員 4 0 0.0% 

79 埼玉県人事委員会 3 1 33.3% 

80 埼玉県労働委員会 15 3 20.0% 

81 埼玉県収用委員会 7 1 14.3% 

82 埼玉県内水面漁場管理委員会 13 3 23.1% 

  1,521 630 41.4% 
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３ 男女共同参画に関する年表 

 
年号 国際的な動き 国内の動き 

埼玉県の動き 

組   織 行 動 計 画 主要事業その他 

1945 
（S20） 

○国連憲章採択 ○衆院法改正(成年女
子に参政権) 

   

1946 
（S21） 

○国連に「婦人の地位
委員会」設置 

○戦後初の総選挙で
女性の選挙権が行
使され女性国会議
員39人誕生 

   

1947 
（S22） 

 ○日本国憲法施行 
○民法改正・家制度廃
止 

   

1948 
（S23） 

○第3回国連総会で
「世界人権宣言」採
択 

    

1967 
（S42） 

○第22回国連総会で
「婦人に対する差
別撤廃宣言」採択 

    

1975 
（S50） 

○国際婦人年 
○国際婦人年世界会
議(メキシコ・シテ
ィ)で「世界行動計
画」を採択 

○「婦人問題企画推進
本部」発足 

○総理府婦人問題担
当室設置 

   

国 
 
連 
 
婦 
 
人 
 
の 
 
十 
 
年 

1976 
（S51） 

 ○民法一部改正(離婚
後の氏の選択自由
に) 

○第1回日本婦人問題
会議(労働省) 

○生活福祉部婦人児
童課に婦人問題担
当副参事設置 

  

1977 
（S52） 

 ○国内行動計画策定 
○国立婦人教育会館
が嵐山町に開館 

○企画財政部に婦人
問題企画室長設置 

○婦人問題庁内連絡
会議設置 

 ○埼玉婦人問題会議
発足 

1978 
（S53） 

  ○第1回埼玉県婦人問
題協議会 

  

1979 
（S54） 

○第34回国連総会で
「女子差別撤廃条
約」採択 

 ○県民部に婦人問題
企画室長設置 

  

1980 
（S55） 

○「国連婦人の十年」
中間年世界会議開
催 (コペンハーゲ
ン) 

○女子差別撤廃条約
の署名式 

○民法の一部改正(配
偶者の法定相続分
1/3→1/2) 

○県民部婦人対策課
設置 

○婦人関係行政推進
会議設置 

○「婦人の地位向上に
関する埼玉県計画」
策定 

 

1981 
（S56） 

○ILO第156号条約の
採択(ILO総会)(男
女労働者特に家庭
的責任を有する労
働者の機会均等及
び均等待遇に関す
る条約) 

    

1984 
（S59） 

 ○国籍法及び戸籍法
一部改正 (子の国
籍：父系血統主義→
父母両系主義) 

 ○「婦人の地位向上に
関する埼玉県計画
(修正版)」策定 

 

1985 
（S60） 

○「国連婦人の十年」
最終年世界会議開
催(ナイロビ)、「ナ
イロビ将来戦略」採
択、NGOフォーラ
ム開催 

○「女子差別撤廃条
約」批准 

○「男女雇用機会均等
法」成立 

○労働基準法一部改
正 (施行は昭和 61
年) 

  ○「国連婦人の十年」
最終年世界会議
NGOフォーラムに
派遣団参加 

 
1986 

（S61） 

   ○「男女平等社会確立
のための埼玉県計
画」策定 

 

1987 
（S62） 

 ○「西暦2000年に向
けての新国内行動
計画」策定 

○婦人対策課を婦人
行政課に名称変更 

  

1989 
（H1） 

 ○法例一部改正 (婚
姻、親子関係等につ
いての男性優先規
定の改正等) 
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年号 国際的な動き 国内の動き 
埼玉県の動き 

 組   織 行 動 計 画 主要事業その他 

 
1990 

（H2） 

○「ナイロビ将来戦略
に関する第１回見
直しと評価に伴う
勧告及び結論」採択
(国連・経済社会理
事会) 

○ ILO第 171号条約
(夜業に関する)採
択(ILO総会) 

  ○「男女平等社会確立
のための埼玉県計
画(修正版)」策定 

○埼玉県県民活動総
合センター (伊奈
町)開館 

 
1991 

（H3） 

 ○「西暦2000年に向
けての新国内行動
計画(第一次改定)」
策定 

○育児休業法成立(施
行は平成4年) 

○婦人行政課を女性
政策課に名称変更 

  

 
1992 

（H4） 

 ○初の婦人問題担当
大臣設置 

   

 
1993 

（H5） 

○世界人権会議(ウィ
ーン) 

○「女性に対する暴力
撤廃宣言」採択(国
連総会) 

○パートタイム労働
法成立 

  ○「埼玉女性の歩み」
発行 

 
1994 

（H6） 

○ ILO第 175号条約
(パートタイム労働
に 関 す る ) 採 択
(ILO総会) 

○国際人口・開発会議
開催(カイロ) 

○総理府男女共同参
画室発足 

○内閣総理大臣の諮
問機関として男女
共同参画審議会設
置 

  ○「1994彩の国の女
性」発行 

 
1995 

（H7） 

○社会開発サミット
開催(コペンハーゲ
ン) 

○第4回国連世界女性
会議開催(北京)「行
動綱領」「北京宣言」
の採択 

○育児・介護休業法成
立 

○ILO第156号条約批
准 

 ○「2001彩の国男女共
同参画プログラム」
策定 

 

 
1996 

（H8） 

 ○「男女共同参画
2000年プラン」策
定 

  ○「世界女性みらい会
議」開催 

 
1997 

（H9） 

 ○労働基準法一部改
正(女子保護規定の
廃止等：施行は平成
11年) 

○男女雇用機会均等
法一部改正(セクハ
ラについての事業
主配慮義務を規定：
一部を除き平成11
年施行) 

○県民部女性政策課
から環境生活部女
性政策課に組織変
更 

○女性関係行政推進
会議を男女共同参
画推進会議に改組 

 ○女性センター (仮
称)基本構想策定 

 
1998 

（H10） 

    ○女性センター (仮
称)基本計画策定 

 
1999 

（H11） 

○「女子に対するあら
ゆる形態の差別の
撤廃に関する条約
選択議定書」採択 

○男女共同参画社会
基本法成立 

○児童買春・児童ポル
ノ禁止法成立 

  ○女性問題協議会：男
女共同参画推進条
例(仮称)答申 

 
2000 

（H12） 

○女性2000年会議開
催(ニューヨーク)
「政治宣言」「成果
文書」採択 

○「男女共同参画基本
計画」策定 

○ストーカー規制法
成立 

○環境生活部女性政
策課から総務部女
性政策課に組織変
更 

○埼玉県男女共同参
画推進条例施行 

 

○「彩の国国際フォー
ラム2000」開催 

○苦情処理機関の設
置 

○訴訟支援の実施 

 
2001 

（H13） 

 ○内閣府に男女共同
参画局設置 

○男女共同参画会議
設置 

○「配偶者からの暴力
の防止及び被害者
の保護に関する法
律」成立 

○女性政策課を男女
共同参画課に名称
変更 

  

 
2002 

（H14） 

   ○「埼玉県男女共同参
画推進プラン2010」
策定 

○埼玉県男女共同参
画推進センター
(With You さいた
ま)開設 
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年号 国際的な動き 国内の動き 
埼玉県の動き 

 組   織 行 動 計 画 主要事業その他 

 
2003 

（H15） 

 ○「次世代育成支援対
策推進法」成立 

   

 
2004 

（H16） 

 ○「配偶者からの暴力
の防止及び被害者
の保護に関する法
律」改正 

  ○女性チャレンジ支
援事業開始 

 
2005 

（H17） 

○第49回国連婦人の
地位委員会「北京＋
10」開催 

○「男女共同参画基本
計画(第2次)」策定 

   

 
2006 

（H18） 

 ○「男女雇用機会均等
法」一部改正(男性
に対する差別の禁
止、間接差別の禁止
等：施行は平成19
年) 

 ○「配偶者等からの暴
力防止及び被害者
支援基本計画」策定 

 

 
2007 

（H19） 

 ○「配偶者からの暴力
の防止及び被害者
の保護に関する法
律」改正 

 ○「埼玉県男女共同参
画推進プラン2010」
中間見直し、「埼玉
県男女共同参画推
進プラン」とする 

 

 
2008 

（H20） 

  ○総務部男女共同参
画課を県民生活部
男女共同参画課に
組織変更 

 ○女性キャリアセン
ター開設 

 
2009 

（H21） 

 ○女子差別撤廃委員
会の総括所見公表 

 ○「配偶者等からの暴
力防止及び被害者
支援基本計画（第2
次）」策定 

 

 
2010 

（H22） 

○第54回国連婦人の
地位委員会「北京＋
15」開催 

○「男女共同参画基本
計画(第3次)」策定 

○女性キャリアセン
ターを男女共同参
画推進センターに
組織統合 

  

 
2012 

（H24） 

○第56回国連婦人の
地位委員会「自然災
害におけるジェン
ダー平等と女性の
エンパワーメント」
決議案採択 

○「『女性の活躍促進
による経済活性化』
行動計画」策定 

○産業労働部ウーマ
ノミクス課設置 

○女性キャリアセン
ターをウーマノミ
クス課に組織変更 

○「埼玉県男女共同参
画基本計画（平成24
年度～平成28年度）」
策定 

○「配偶者等からの暴
力防止及び被害者
支援基本計画（第3
次）」策定 

○埼玉県男女共同参
画推進センター
（With You さいた
ま）に配偶者暴力相
談支援センターの
機能を付加 

 
2013 

（H25） 

 ○「配偶者からの暴力
の防止及び被害者
の保護等に関する
法律」改正（施行は
平成26年） 

○「日本再興戦略」（6
月14日閣議決定）の
中核に「女性の活躍
推進」が位置づけら
れる 

   

 
2014 

（H26） 

○第58回国連婦人の
地位委員会「自然災
害におけるジェン
ダー平等と女性の
エンパワーメント」
決議案採択 

○「日本再興戦略」改
訂2014に「『女性が
輝く社会』の実現」
が掲げられる 

○女性が輝く社会に
向けた国際シンポ
ジ ウ ム (WAW! 
Tokyo2014)開催 

   

 
2015 

（H27） 

○第59回国連婦人の
地位委員会「北京＋
20」記念会合 

○「女性活躍加速のた
め の 重 点 方 針
2015」策定 

○「女性の職業生活に
おける活躍の推進
に関する法律」成
立、施行 

○「男女共同参画基本
計画(第4次)」策定 
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年号 国際的な動き 国内の動き 
埼玉県の動き 

 組   織 行 動 計 画 主要事業その他 

 
2017 

（H29） 

   ○「埼玉県男女共同参
画基本計画（平成29
年度～平成 33 年
度）」策定 

○「配偶者等からの暴
力防止及び被害者
支援基本計画（第4
次）」策定 

 

 
2018 

（H30） 

 ○「政治分野における
男女共同参画の推
進に関する法律」成
立、施行 

  
 

 

 
2019 
（R1） 

 ○「女性の職業生活に
おける活躍の推進
に関する法律」改正 

  
 

 

 
2020 
（R2） 

○第64回国連婦人の
地位委員会「北京＋
25」開催 

○「男女共同参画基本
計画(第5次)」策定 

   

 
2021 
（R3） 

 ○「政治分野における
男女共同参画の推
進に関する法律」改
正 

○産業労働部ウーマ
ノミクス課を廃止
し、人材活躍支援
課、多様な働き方推
進課に再編 

○女性キャリアセン
ターを人材活躍支
援課に組織変更 

  

 
2022 
（R4） 

  ○県民生活部人権推
進課及び男女共同
参画課を統合し、人
権・男女共同参画課
を設置 

○「埼玉県男女共同参
画基本計画（令和4
年度～令和8年度）」
策定 

○「配偶者等からの暴
力防止及び被害者
支援基本計画（第5
次）」策定 
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４ 埼玉県内の男女共同参画推進施設一覧（令和５年４月１日現在） 

（１）国・県の機関 

団体名 名称 住所・ホームページアドレス 電話番号 FAX番号 

県 
埼玉県男女共同参画推進センター 

「With
ウ ィ ズ

 You
ユ ー

 さいたま」 

さいたま市中央区新都心2-2 
（ホテルブリランテ武蔵野3・4Ｆ） 

048-601-3111 048-600-3802 

https://www.pref.saitama.lg.jp/withyou/ 

国 
独立行政法人国立女性教育会館 

「ＮＷＥＣ（ヌエック）」 

比企郡嵐山町菅谷728 

0493-62-6711 0493-62-6720 

http://www.nwec.jp 

 

（２）市町村の機関（２２市町２３施設） 

 団体名 名称 住所 電話番号 FAX番号 

１ さいたま市 
さいたま市男女共同参画推進センター 
「パートナーシップさいたま」 

さいたま市大宮区桜木町1-10-18 
シーノ大宮センタープラザ3階 

048-642-8107 048-643-5801 

2 さいたま市 男女共同参画相談室 
さいたま市浦和区上木崎4-4-10 
子ども家庭総合センター４階 

048-711-5739 048-711-8904 

3 川越市 川越市男女共同参画推進施設 川越市新宿町1-17-17 049-249-3777 049-249-1180 

4 熊谷市 
熊谷市男女共同参画推進センター 
「ハートピア」 

熊谷市筑波3-202 ティアラ21 4階 048-599-0011 048-599-0012 

5 川口市 川口市男女共同参画活動拠点施設 
川口市川口1-1-1 
キュポ・ラ本館棟Ｍ4階 048-227-7605 048-226-7718 

6 行田市 行田市男女共同参画推進センター 
「VIVAぎょうだ」 

行田市佐間3-23-6 048-556-9301 048-556-9310 

7 所沢市 所沢市男女共同参画推進センター 
「ふらっと」 

所沢市寿町27-7 
コンセールタワー所沢2階 

04-2921-2220 04-2921-2270 

8 加須市 加須市女性センター 加須市中央2-4-17 
0480-62-1111 

（人権・男女共同参画課） 
0480-62-5981 

(同左） 

9 春日部市 春日部市男女共同参画推進センター 
「ハーモニー春日部」 

春日部市緑町3-3-17 048-731-3333 048-733-0071 

10 狭山市 狭山市男女共同参画センター 狭山市入間川1-3-1 04-2937-3617 04-2937-3616 

11 羽生市 
羽生市男女共同参画推進センター 

「PURPLE
パ ー プ ル

羽生」 
羽生市中央3-7-5 羽生市民プラザ 048-561-1681 048-562-1889 

12 鴻巣市 
男女共同参画コーナー 
（鴻巣市市民活動センター内） 

鴻巣市本町1-2-1 048-577-3512 048-577-3949 

13 上尾市 上尾市男女共同参画推進センター 上尾市本町1-1-2 048-778-5111 048-778-5112 

14 草加市 
草加市文化会館 図書資料室 
「男女共同参画さわやかサロン」 

草加市松江1-1-5 
草加文化会館内 

048-931-9325 048-936-4690 

15 越谷市 越谷市男女共同参画支援センター 
「ほっと越谷」 

越谷市大沢3-6-1 
パルテきたこし3階 

048-970-7411 048-970-7412 

16 戸田市 上戸田地域交流センター 
「あいパル」 

戸田市上戸田2-21-1 048-229-3133 048-229-3996 

17 入間市 入間市男女共同参画推進センター 入間市豊岡4-2-2 04-2964-2536 04-2964-2539 

18 朝霞市 朝霞市女性センター 
「それいゆぷらざ」 

朝霞市青葉台1-7-1 048-463-2697 048-463-0524 

19 桶川市 桶川市男女共同参画コーナー 
「アソシエ」 

桶川市泉1-3-28 048-788-4907 048-787-5409 

20 八潮市 
男女共同参画支援センター 
「八潮女性サロン」 

八潮市大瀬1-1-1 マインループ1階 
八潮駅前出張所 

048-996-2159 048-995-7368 
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21 坂戸市 坂戸市勤労女性センター 
「Lieben（リーベン）」 

坂戸市千代田1-1-22 049-281-3595 049-283-1640 

22 鶴ヶ島市 鶴ヶ島市女性センター 
「ハーモニー」 

鶴ヶ島市大字脚折1922-7 049-287-4755 049-271-5297 

23 上里町 
上里町男女共同参画推進センター 
「ウィズ・ユー上里」 

児玉郡上里町大字七本木393 0495-35-1357 0495-34-2523 
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５ 埼玉県男女共同参画推進条例 
 
 
 
個人の尊重と法の下の平等は日本国憲法にうた

われており、男女平等の実現については、国際婦人
年以来、国際連合が「平等・開発・平和」の目標を
掲げ、各国が連帯して取り組んでいる。 
また、あらゆる分野における女性に対する差別の

解消を目指して、女子に対するあらゆる形態の差別
の撤廃に関する条約を軸に男女平等のための取組
が積極的に展開され、国内及び県内においても進め
られてきた。 
しかしながら、性別による固定的な役割分担意識

やそれに基づく社会慣行は依然として根強く、真の
男女平等の達成には多くの課題が残されている。 
一方、現在の経済・社会環境は、急激な少子・高

齢化の進展をはじめ、情報化、国際化など多様な変
化が生じている。 
特に、埼玉県においては、核家族世帯率が高く、

女性の労働力率が出産・子育て期に大きく低下する
傾向があり、また、男性は通勤時間が長く、家事・
育児・介護等の家庭生活における参画が必ずしも十
分ではない。 
こうした現状を踏まえ、豊かで安心できる社会を

築いていくためには、男女が、社会的文化的に形成
された性別の概念にとらわれず、その個性と能力を
十分に発揮し、あらゆる分野に対等に参画できる男
女共同参画社会の実現が重要である。 
ここに、私たちは、男女共同参画社会の実現を目

指すことを決意し、男女共同参画の推進についての
基本理念を明らかにしてその方向を示し、男女共同
参画を総合的かつ計画的に推進することにより、豊
かで活力ある21世紀の埼玉を築くため、この条例を
制定する。 

 
（目的） 
第１条 この条例は、男女共同参画の推進に関し、
基本理念を定め、県、事業者及び県民の責務を明
らかにし、並びに男女共同参画の推進に関する施
策について必要な事項を定めることにより、男女
共同参画を総合的かつ計画的に推進し、もって豊
かで活力ある地域社会の実現に寄与することを
目的とする。 

 
（定義） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 
一 男女共同参画 男女が、社会の対等な構成員
として、自らの意思によって社会のあらゆる分
野における活動に参画する機会が確保され、も
って男女が均等に政治的、経済的、社会的及び
文化的利益を享受することができ、かつ、共に
責任を担うことをいう。 

二 積極的格差是正措置 前号に規定する機会
に係る男女間の格差を是正するため必要な範
囲内において、男女のいずれか一方に対し、当
該機会を積極的に提供することをいう。 

三 セクシュアル・ハラスメント 性的な言動に
対する相手方の対応によって不利益を与え、又
は性的な言動により相手方の生活環境を害す
ることをいう。 

 

 

（平成12年3月24日条例第12号） 

 

（基本理念） 
第３条 男女共同参画の推進は、男女の個人として
の尊厳が重んぜられること、男女が直接的である
か間接的であるかを問わず性別による差別的取
扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発 

  揮する機会が確保されること、女性に対する暴力
が根絶されることその他の男女の人権が尊重さ
れることを旨として、行われなければならない。 

２ 男女共同参画の推進に当たっては、性別による
固定的な役割分担等に基づく社会における制度
又は慣行が男女の社会における活動の自由な選
択に対して影響を及ぼすことのないよう配慮さ
れなければならない。 

３ 男女共同参画の推進は、県における政策又は民
間の団体における方針の立案及び決定に、男女が
共同して参画する機会が確保されることを旨と
して、行われなければならない。 

４ 男女共同参画の推進は、家族を構成する男女
が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、家
族の介護その他の家庭生活における活動及び社
会生活における活動に対等に参画することがで
きるようにすることを旨として、行われなければ
ならない。 

５ 男女共同参画の推進は、生涯にわたる性と生殖
に関する健康と権利が尊重されることを旨とし
て、行われなければならない。 

６ 男女共同参画の推進に向けた取組が国際社会
における取組と密接な関係を有していることに
かんがみ、男女共同参画の推進は、国際的な協力
の下に行われなければならない。 

 
（県の責務） 
第４条 県は、男女共同参画の推進を主要な政策と
して位置付け、前条に定める基本理念（以下「基
本理念」という。）にのっとり、男女共同参画の
推進に関する施策（積極的格差是正措置を含む。
以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施するも
のとする。 

２ 県は、男女共同参画の推進に当たり、市町村、
事業者及び県民と連携して取り組むものとする。 

３ 県は、第１項に規定する施策を総合的に企画
し、調整し、及び推進するために必要な体制を整
備するとともに、財政上の措置等を講ずるように
努めるものとする。 

 
（事業者の責務） 
第５条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業
活動を行うに当たっては、男女が共同して参画す
ることができる体制の整備に積極的に取り組む
とともに、県が実施する男女共同参画の推進に関
する施策に協力するように努めなければならな
い。 

 
（県民の責務） 
第６条 県民は、基本理念にのっとり、家庭、職場、
学校、地域その他の社会のあらゆる分野に、自ら
積極的に参画するとともに、県が実施する男女共
同参画の推進に関する施策に協力するように努
めなければならない。 
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（性別による権利侵害の禁止） 
第７条 何人も、家庭、職場、学校、地域社会等に
おいて、女性に対する暴力を行ってはならない。 

２ 何人も、家庭、職場、学校、地域社会等におい
て、セクシュアル・ハラスメントを行ってはなら
ない。 

 
（公衆に表示する情報に関する留意） 
第８条 何人も、公衆に表示する情報において、性
別による固定的な役割分担及び女性に対する暴
力等を助長し、及び連想させる表現並びに過度の
性的な表現を行わないように努めなければなら
ない。 

 
（県の施策等） 
第９条 県は、本県の特性を踏まえ、男女共同参画
を推進するため、次に掲げる施策等を行うものと
する。 
一 男女が共に家庭生活及び職業生活を両立す
ることができるように、その支援を行うように
努めること。 

二 広報活動等の充実により、男女共同参画に関
する事業者及び県民の理解を深めるとともに、
学校教育をはじめとするあらゆる分野の教育
において、男女共同参画を促進するための措置
を講ずるように努めること。 

三 あらゆる分野における活動において、男女間
に参画する機会の格差が生じている場合、事業
者及び県民と協力し、積極的格差是正措置が講
ぜられるように努めること。 

四 審議会等における委員を委嘱し、又は任命す
る場合にあっては、積極的格差是正措置を講ず
ることにより、できる限り男女の均衡を図るこ
と。 

五 女性に対する暴力及びセクシュアル・ハラス
メントの防止に努め、並びにこれらの被害を受
けた者に対し、必要に応じた支援を行うように
努めること。 

六 男女共同参画の取組を普及させるため、当該
取組を積極的に行っている事業者の表彰等を
行うこと。 

七 民間の団体が行う男女共同参画の推進に関
する活動に資するため、情報の提供その他の必
要な措置を講ずること。 

八 男女共同参画の推進に関する施策の策定に
必要な事項及び男女共同参画の推進を阻害す
る問題についての調査研究を行うこと。 

 
（埼玉県男女共同参画審議会） 
第10条 埼玉県男女共同参画審議会（第12条第３
項において「審議会」という。）は、男女共同参
画の推進に資するために、次に掲げる事務を行
う。 
一 知事の諮問に応じ、男女共同参画の推進に関
する基本的かつ総合的な施策及び重要事項を
調査審議すること。 

二 男女共同参画の推進に関する施策の実施状
況について、必要に応じ、調査し、及び知事に
意見を述べること。 

 
（総合的な拠点施設の設置） 
第11条 県は、男女共同参画社会の実現に向けた施
策を実施し、並びに県民及び市町村による男女共
同参画の取組を支援するための総合的な拠点施
設を設置するものとする。 

 

（基本計画の策定） 
第12条 知事は、男女共同参画の推進に関する施策

を総合的かつ計画的に推進するため、男女共同参
画の推進に関する基本的な計画（以下「基本計画」
という。）を策定するものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定める
ものとする。 
一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画
の推進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画の推
進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す
るために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を策定するに当たっては、県
民の意見を聴くとともに、審議会に諮問しなけれ
ばならない。 

４ 知事は、基本計画を策定したときは、速やかに
これを公表するものとする。 

５ 前２項の規定は、基本計画の変更について準
用する。 

 
（苦情の処理） 
第13条 知事は、県が実施する男女共同参画の推進

に関する施策若しくは男女共同参画の推進に影
響を及ぼすと認められる施策についての苦情又
は男女共同参画の推進を阻害する要因によって
人権が侵害された場合の事案について、県内に住
所を有する者又は在勤若しくは在学する者（次項
において「県民等」という。）からの申出を適切
かつ迅速に処理するための機関を設置するもの
とする。 

２ 県民等は、県が実施する男女共同参画の推進に
関する施策若しくは男女共同参画の推進に影響
を及ぼすと認められる施策について苦情がある
場合、又は男女共同参画の推進を阻害する要因に
よって人権を侵害された場合には、前項の機関に
申し出ることができる。 

３ 第１項の機関は、前項の規定に基づき苦情があ
る旨の申出があった場合において、必要に応じ
て、前項の施策を行う機関に対し、説明を求め、
その保有する関係書類その他の記録を閲覧し、又
はその写しの提出を求め、必要があると認めると
きは、当該機関に是正その他の措置をとるように
勧告等を行うものとする。 

４ 第１項の機関は、第２項の規定に基づき人権を
侵害された旨の申出があった場合において、必要
に応じて、関係者に対し、その協力を得た上で資
料の提出及び説明を求め、必要があると認めると
きは、当該関係者に助言、是正の要望等を行うも
のとする。 

 
（年次報告） 
第14条 知事は、毎年、男女共同参画の推進状況及

び男女共同参画の推進に関する施策の実施状況
を明らかにする報告書を作成し、及び公表するも
のとする。 

 
（委任） 
第15条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則

で定める。 
 
   附 則 
 この条例は、平成12年４月１日から施行する。ただ
し、第13条の規定は、同年10月１日から施行する。 


